
構造改革特別区域計画

１ 構造改革特別区域計画の作成主体の名称

島根県

２ 構造改革特別区域の名称

らくらく取得「しまね網・わな猟免許」特区

３ 構造改革特別区域の範囲

島根県の全域

４ 構造改革特別区域の特性

島根県は東西に長い地形が特徴で、その距離は約２４０ kmにも及ぶ。全市
町村の約９割が中山間地域に属し、農林業従事者の比率は高い。また、島根半

島の北方 40～ 80kmの海上には、島前、島後、などからなる隠岐諸島がある。
本県の農業の概況については、耕地面積３４，１８７ ha(総面積の約 5％)、

平成１５年度の農業産出額は６５０億円、主要な作物は、米（２７４億円）、

野菜（９５億円）、果実（４４億円）となっている。

本県の有害鳥獣による農林業被害は、平成１５年で約８，１００万円となっ

ており、農業産出額に占める割合は約０．１２％であるが、被害を受けやすい

中山間地域においては、平均耕作面積が小さいため、個々の農家に与える影響

は大きい。

県内における狩猟免許所持者は、昭和５１年の７，２３４名をピークに減少

しており、平成１５年度末で３，４５１名となっている。

また、平成１６年度の狩猟免許の新規取得者は、１０９名で内訳は、「網・わ

な猟」７９名、「第１種銃猟」２７名、「第２種銃猟」３名となっており、近年

は「網・わな猟」免許所持者の比率が高くなってきている。



◇表１：狩猟免許所持者数の推移

【島根県】 （単位：人）

区 分 S50 S60 H13 H14 H15

網・わな猟 516 730 1,654 1,768 1,738

第１種銃猟 5,353 2,804 1,824 1,829 1,675

第２種銃猟 158 143 73 56 38

合 計 6,027 3,677 3,551 3,653 3,451

◇表２：狩猟免許新規取得者の推移

【島根県】 （単位：人）

区分 H13 H14 H15 H16

網・わな猟 270 148 108 79

第１種銃猟 58 39 28 27

第２種銃猟 4 2 3 3

合 計 332 189 139 109

◆グラフ１：狩猟免許種類別所持者数の推移

近年、狩猟免許所持者数は横ばいで推移しているものの、年齢構成を見ると、

６０才以上の免許所持者の割合が全体の４７．７％（S50：10.3%）、５０才代の

割合は全体の３６．２％（S50：15.6%）を占め、新たな狩猟免許所持者が減少

する中、高齢化が著しく進展しており、近い将来狩猟免許所持者数の激減が予

想され、有害鳥獣捕獲の担い手不足が懸念される。
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◇表３：年齢別狩猟免許所持者数の推移

【島根県】 （人）

年度 20歳代 30歳代 40歳代 50歳代 60歳以上 合計

S50 775 1,531 2,159 942 620 6,027

S60 79 822 989 1,138 649 3,677

H7 40 177 943 924 1,235 3,319

H13 44 123 514 1,264 1,606 3,551

H14 47 120 480 1,301 1,705 3,653

H15 52 104 398 1,247 1,650 3,451

◆グラフ２：狩猟免許所持者数及び年齢構成の推移

このような状況の中、当県では、野生鳥獣による農林作物被害防止対策の一

環として、有害鳥獣捕獲に従事する狩猟免許所持者を確保するため、平成１１

年度まで狩猟免許試験を２地区で実施していたところを、平成１２年度からは

７地区に増やし、そのうちの２地区については、日曜日に実施するなど、より

多くの者に受験機会を与えられるよう努めている。

また、免許を取得しようとする者を対象に必要な知識・技能の習得を目的と

した狩猟免許試験事前講習会開催事業を（社）島根県猟友会に委託して実施す

るなどの狩猟免許所持者増加対策を実施している。

特に当県の農作物被害の６～７割を占めるイノシシ被害の対策として、効率

的な捕獲を目的とした「わなの架設研修会」を（社）島根県猟友会に委託して

実施し、捕獲技術の向上に努めている。また、中国５県でイノシシの一斉捕獲
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強化期間を年２回定め、広域連携を図り、計画的かつ効率的な捕獲に励んでい

る。

◇表４：有害鳥獣による農作物の被害状況

【島根県】 （単位：千円）

暦年 イノシシ シカ サル カラス その他 合 計

Ｈ１４ 73,893 20,506 7,968 7,620 17,636 127,623

Ｈ１５ 48,458 10,544 6,184 5,280 10,508 80,974

Ｈ１６ 60,877 5,990 6,355 2,199 5,809 81,230

５ 構造改革特別区域の意義

島根県の中山間地域においては、人口の減少、高齢化が進展する中、農林業に

よる所得の割合は依然として高く、将来的に中山間地域の農林業の維持を図るた

め、圃場整備、農道の開設などの基盤整備とともに、新たな担い手確保など様々

な課題が山積している。

また、上記の問題に加え、中山間地域においてはイノシシやシカ、サルなど野

生鳥獣による農林作物被害は深刻な状況にあり、農林家の生産意欲の減退を招き、

離農にも繋がりかねない深刻な問題を引き起こしているため、有害鳥獣対策は喫

緊の課題となっている。

一方、有害鳥獣などの捕獲に従事する狩猟者は、1970年代をピークに減少が進

み、現在では最盛期の約２分の１となっており、捕獲圧の減少も著しい。加えて、

狩猟免許所持者の高齢化も著しく、将来の鳥獣の捕獲の担い手不足が大きな課題

となっている。

そこで、本特例を適用することにより、網猟・わな猟にそれぞれ限定した狩猟

免許試験を実施することで、専門性が高まると同時に、知識・技能の習得に係る

負担が軽減されることから、狩猟免許所持者の増加が見込まれる。

その結果として、各市町村で組織する有害鳥獣の捕獲班の体制強化が図られる

ことにより、農林作物被害の防止に繋がり、安心して農林業に従事できる地域社

会を構築し、さらには地域の活性化を目指すものである。



６ 構造改革特別区域の目標

(1) 有害鳥獣による農林作物被害を防止することによる農林業所得の増加

有害鳥獣による農林作物被害を防止することで、農林業生産額の向上、農林

家所得の増加が図られる。

(2) 有害鳥獣による生活環境に及ぼす影響の抑制

中山間地域において過疎化や耕作放棄地の増加の影響で、イノシシやクマ、

サルなど野生鳥獣の生息の場が山から里へ広がる傾向にある中で、捕獲圧を強

化させることにより、野生鳥獣の出没等による住民の生活環境に及ぼす影響が

抑制され、地域住民の不安が取り除かれる。

７ 構造改革特別区域計画の実施が構造改革特別区域に及ぼす経済的社会的効果

有害鳥獣の捕獲に従事する者の増加に伴い、市町村で組織する有害鳥獣捕獲班

の強化が図られることにより、農林作物の被害額が減少し、農林業所得の増加が

見込まれる。

また、これに波及して営農意欲が高まり、作付け面積の拡大、生産量・品質の

向上などが期待される。また、高齢者や新規農業就労者が安心して農林業に従事

できるようになり、地域の活性化につながることが想定できる。

なお、被害防除対策と併せて本特例を適用することにより、被害額を毎年５％

ずつ減少させ、平成２０年度の被害額を６，６００万円に抑制することを目標と

する。

（現状）県内の平成１６年（暦年）の被害額 約８，１００万円

（目標）県内の平成２０年（暦年）の被害額 約６，６００万円

８ 特定事業の名称

１３０７ 網又はわなを指定しての狩猟免許取得の容認事業

９ 構造改革特別区域において実施し又はその実施を促進しようとする特定事業に

関連する事業その他の構造改革特別区域計画の実施に関し地方公共団体が必要と

認める事項



(1) 狩猟免許試験の実施

・Ｈ１７年８月～９月頃 県内７地区で実施。

(2)狩猟免許試験事前講習会の開催

・狩猟免許試験受験者を対象とし、知識や技能を習得するための講習会。

・Ｈ１７年７月～８月頃 県内３地区、県猟友会へ委託し実施。

(3) イノシシわな架設技術研修会の開催

・イノシシの効率的な捕獲技術の習得と、ツキノワグマの錯誤捕獲防止を目

的とした研修会。

・Ｈ１７年１０～１１月頃、県内３地区、県猟友会へ委託し実施。

(4)適正狩猟指導対策研修会の開催

・一般狩猟者を指導する立場にある各地域の狩猟指導員を対象とした研修会。

・Ｈ１７年１０月頃、県猟友会へ委託し実施。

(5)有害鳥獣被害対策交付金制度

・各市町村の創意工夫による、地域の実情に応じた効率的かつ効果的な被害

対策を可能とするため、市町村が実施する有害鳥獣被害対策に係るすべての

経費を対象とし、一定割合で助成する制度を創設。

(6)しまね鳥獣対策指導推進事業

・イノシシなどによる農林作物被害を防ぎ、より効果的な防除方法の普及を

目指して、全国に先駆け有害鳥獣被害対策を担当する専門員と指導員の登録

制度を創設し、農家等へ被害対策技術の指導を行う。

【参考：H16 鳥獣対策専門員(県職員)：24名、鳥獣対策指導員（市町村職
員等）：217名】



別紙

１ 特定事業の名称
１３０７ 網又はわなを指定しての狩猟免許取得の容認事業

２ 当該規制の特例措置の適用を受けようとする者
島根県で、網・わな猟免許を受けようとする者

３ 当該規制の特例措置の適用の開始の日
構造改革特別区域計画の認定を受けた日

４ 特定事業の内容
狩猟免許試験の実施にあたり、受験者の申し出により、網又はわなのどち

らかの猟法に特化した問題で構成された試験を受けることによって、網・わ
な猟免許を受ける事ができる。
なお、狩猟免許試験実施事務については、すべて県で行っている。

【当該事業の実施にあたり、必要となる手続き】
① 網・わな猟免許にかかる申請書の様式の改正
→環境省が提示する標準様式に合わせる。

② 同免許について、網及びわなのそれぞれの試験問題の作成
→網及びわなのそれぞれについて試験問題を作成する。

③ 同免許について、網及びわなのそれぞれの狩猟者登録申請書様式の改正
→環境省が提示する標準様式に合わせる。

④ 同免許について、網及びわなのそれぞれの狩猟者登録証の様式の改正
→環境省が提示する標準様式に合わせる。

５ 当該規制の特例措置の内容
現行の「網・わな猟免許」は、網及びわなの両方の使用を目的とした免許

となっており、網及びわなの猟具に関する知識やそれぞれの猟具で捕獲でき
る鳥獣の知識が求められたが、当県においては、網による狩猟や有害捕獲は
ほとんど実施されておらず、農林作物被害の約８割を占めるイノシシの被害
対策として、わなによる捕獲が求められている。
今回の特例措置により、わな猟に限定した知識及び技術の習得により免許

取得が可能になることで、専門性の向上が図られるとともに、受験者の負担
が軽減され、狩猟免許所持者の増加が期待できる。


